


     （単位：百万円　未満切捨）

当 中 間 期 末 前　期　末 比較増減 前中間期末

Ⅰ

1. 19,349 33,365 　△ 14,016 10,804

2. 33,174 22,596 10,578 25,072

3. 54,125 49,613 4,512 46,877

4. 21,815 22,974 　△ 1,158 22,647

5. 976 1,583 　△ 607 1,076

6. 12,802 11,621 1,180 17,371

7. 　△ 1,375 　△ 951 　△ 424 　△ 1,090

140,868 140,803 64 122,760

Ⅱ 0 0 0

A 247,326 245,270 2,056 248,424

1. 31,222 31,774 　△ 552 32,645

2. 59,580 59,487 92 60,851

3. 54,853 54,197 656 54,265

4. 80,550 78,916 1,634 79,272

5. 5,987 5,685 302 6,153

6. 15,132 15,209 　△ 76 15,235

B 15,491 15,643 　△ 152 15,872

C 292,172 299,554 　△ 7,381 310,047

1. 253,163 256,265 　△ 3,102 267,529

2. 2,724 2,917 　△ 193 3,566

3. 51,296 54,502 　△ 3,206 53,438

4. 33,756 32,664 1,092 31,508

5. 　△ 48,767 　△ 46,795 　△ 1,972 　△ 45,995

554,990 560,468 　△ 5,477 574,344

695,859 701,272 　△ 5,413 697,105資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

合 計

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

有 形 固 定 資 産

受 取 手 形

売 掛 金

　比　較　中　間　貸　借　対　照　表　

科     目

平成18年9月30日 平成18年3月31日 平成17年9月30日

流 動 資 産

（ 資 産 の 部 ）

貸 倒 引 当 金

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

土 地

長 期 滞 留 債 権

そ の 他

長 期 貸 付 金

合 計
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     （単位：百万円　未満切捨）

当 中 間 期 末 前　期　末 比較増減 前中間期末

79.76% 79.92%  82.39%

Ⅰ

1. - - - 129

2. 40,484 32,263 8,221 32,938

3. 112,534 142,896 　△ 30,362 144,340

4. 2,000 - 2,000 -

5. 20,000 45,000 　△ 25,000 35,000

6. 20,442 15,828 4,613 23,497

7. 1,989 2,014 　△ 24 1,884

8. 23,297 23,270 27 16,913

220,748 261,272 　△ 40,523 254,703

Ⅱ #VALUE! 0 0
1. 60,000 50,000 10,000 50,000

2. 34,211 34,000 211 34,000

3. 106,320 77,956 28,364 75,177

4. 31,470 31,791 　△ 320 32,124

5. 4,052 6,382 　△ 2,329 7,804

6. 5,263 5,268 　△ 4 4,769

7. 1,128 1,149 　△ 20 1,079

8. 10,723 8,748 1,975 -

9. 1,844 2,248 　△ 403 1,954

255,016 217,544 37,471 206,910

475,765 478,817 　△ 3,051 461,613

#VALUE! 0 0
Ⅰ - 69,499 - 69,499

Ⅱ #VALUE! 0 0
1. - 17,374 - 17,374

2.

(1) 資本金及び資本準備金減少差益 - 40,398 - 40,398

(2) 自 己 株 式 処 分 差 益 - 461 - 460

- 58,235 - 58,233

Ⅲ #VALUE! 0 0
1. - 58,466 - 58,466

2. - 14,765 - 30,850

- 73,232 - 89,317

Ⅳ - 22,038 - 18,898

Ⅴ - 　△ 551 - 　△ 457

- 222,455 - 235,491

- 701,272 - 697,105

#VALUE! #VALUE! #VALUE!
Ⅰ

1. 69,499 - - -

2.

(1) 資 本 準 備 金 17,374 - - -

(2) そ の 他 資 本 剰 余 金 40,864 - - -

58,238 - - -

3.

(1) そ の 他 剰 余 金

探 鉱 準 備 金 544 - - -

固 定 資 産 圧 縮 準 備 金 28,460 - - -

別 途 積 立 金 27,896 - - -

繰 越 利 益 剰 余 金 17,250 - - -

74,150 - - -

4. 　△ 629 - - -

201,259 - - -

Ⅱ

1. 18,834 - - -

18,834 - - -

220,093 - - -

695,859 - - -

負 債 ・ 資 本 合 計

合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

任 意 積 立 金

社 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

長 期 借 入 金

新 株 予 約 権 付 社 債

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

買 掛 金

支 払 手 形

　比　較　中　間　貸　借　対　照　表　

科     目

平成18年9月30日 平成18年3月31日 平成17年9月30日

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

固 定 負 債

一 年 以 内 に 償 還 予 定 の 社 債

未 払 金

そ の 他

賞 与 引 当 金

合 計

合 計

利 益 剰 余 金

そ の 他

資 本 合 計

中 間 [ 当 期 ] 未 処 分 利 益

合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

合 計

合 計

利 益 剰 余 金

短 期 借 入 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

海 外 投 資 等 損 失 引 当 金

（純　資　産　の　部 ）

株 主 資 本

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

合 計

合 計

純 資 産 合 計

- 30 -



（単位　百分比：％，金額：百万円 未満切捨）

当 中 間 期 前 中 間 期 比 較 増 減

科     　　　目

百分比 百分比 百分比

153,145 100      152,953 100      192 309,016 100      

112,113 73.2     111,352 72.8     760 220,900 71.5     

41,032 26.8     41,600 27.2     　△ 568 88,115 28.5     

33,730 22.0     34,775 22.7     　△ 1,045 70,271 22.7     

7,301 4.8      6,824 4.5      477 17,844 5.8      

6,352 4.1      5,221 3.4      1,130 8,163 2.6      

425 0.3      652 0.4      　△ 226 1,273 0.5      

6,778 4.4      5,874 3.8      904 9,437 3.1      

2,280 1.5      2,482 1.6      　△ 202 4,744 1.5      

614 0.4      704 0.5      　△ 90 1,661 0.6      

2,894 1.9      3,187 2.1      　△ 292 6,406 2.1      

　　 11,185 7.3      9,511 6.2      1,673 20,875 6.8      

1,613 432 1,181 771

34 1,147 　△ 1,112 14,303

1,648 1.1      1,579 1.0      69 15,074 4.9      

925 1,809 　△ 884 4,614

3,810 2,725 1,085 6,368

8 0 7 66

639 618 20 22,553

0 4 　△ 4 927

1,975 - 1,975 8,748

1,014 11,440 　△ 10,425 11,877

8,373 5.5      16,599 10.8     　△ 8,226 55,156 17.9     

　　 4,460 2.9 　△ 5,508 △3.6   9,969 　△ 19,205 △6.2   

799 1,711 　△ 912 8,081

373 　△ 582 955 　△ 4,565

3,288 2.1      　△ 6,636 △4.3   9,925 　△ 22,721 △7.4   中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

支 払 利 息

そ の 他

固 定 資 産 処 分 益

株 式 等 売 却 益

経 常 利 益

特 別 損 失 計

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

減 損 損 失

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

株 式 等 売 却 損

海 外 投 資 等 損 失 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用 計

特 別 利 益 計

固 定 資 産 処 分 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

関 係 会 社 等 整 理 損

株 式 等 評 価 損

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益 計

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

売 上 総 利 益

営 業 利 益

　金　　額 　金　　額 　金　　額 　金　　額

　比　較　中　間　損　益　計　算　書　

前    期

(H17.4.1～H18.3.31)(H18.4.1～H18.9.30) (H17.4.1～H17.9.30)
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中　間　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

当中間期（自平成18年４月１日　　至平成18年９月30日）

探鉱
準備金

海外投資
等損失
準備金

固定資産
圧縮

準備金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高 69,499 17,374 40,860 58,235 544 25 30,000 0 27,896 14,765 73,232 △ 551 200,416

中間期間中の変動額

海外投資等損失準備金の取崩 △ 25 25 - -

特別償却準備金の取崩 △ 0 0 - -

探鉱準備金の取崩 △ 181 181 - -

探鉱準備金の積立 181 △ 181 - -

固定資産圧縮準備金の取崩 △ 1,787 1,787 - -

固定資産圧縮準備金の積立 246 △ 246 - -

剰余金の配当 △ 2,370 △ 2,370 △ 2,370

中間純利益 3,288 3,288 3,288

自己株式の取得 △ 83 △ 83

自己株式の処分 3 3 4 8

株主資本以外の項目の
中間期間中の変動額（純額）

中間期間中の変動額合計 - - 3 3 - △ 25 △ 1,540 △ 0 - 2,484 918 △ 78 843

平成18年９月30日　残高 69,499 17,374 40,864 58,238 544 - 28,460 - 27,896 17,250 74,150 △ 629 201,259

平成18年３月31日　残高 22,038 22,038 222,455

中間期間中の変動額

海外投資等損失準備金の取崩 -

特別償却準備金の取崩 -

探鉱準備金の取崩 -

探鉱準備金の積立 -

固定資産圧縮準備金の取崩 -

固定資産圧縮準備金の積立 -

剰余金の配当 △ 2,370

中間純利益 3,288

自己株式の取得 △ 83

自己株式の処分 8

株主資本以外の項目の
中間期間中の変動額（純額）

△ 3,204 △ 3,204 △ 3,204

中間期間中の変動額合計 △ 3,204 △ 3,204 △ 2,361

平成18年９月30日　残高 18,834 18,834 220,093

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

評価・換算差額等

純資産
合計その他

有価証券
評価

差額金

評価・
換算

差額等
合計

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計
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　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項　

1. 資産の評価基準及び評価方法

（1） 有価証券

子会社株式及び関連会社株式　 移動平均法による原価法
そ　の　他　有　価　証　券

　　　　　　　時価のあるもの 中間期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　　　　時価のないもの 移動平均法による原価法

（2） デリバティブの評価方法 時価法

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産 定率法。ただし、鉱業用構築物・原料地は生産高比例法によっております。（また、平成10
年4月1日以降に取得した建物(除く建物附属設備）については定額法を採用しております。）
なお、主な耐用年数については次のとおりであります。

建物 15年 ～ 47年
構築物 10年 ～ 75年
機械及び装置 7年 ～ 15年
その他 4年 ～ 15年

（2） 無形固定資産 鉱業権 生産高比例法
専用側線利用権 定額法
その他 〃
ソフトウェア 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

3. 繰延資産の処理方法

社債発行費 支出時に全額費用として処理しております。

4. 引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
 回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2） 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当中間会計期間負担
額を計上しております。

（3） 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務年数以内の一定年数（10年）による定額法により按分した額を、前者は発
生の翌事業年度から、後者は発生事業年度からそれぞれ費用処理しております。
また、保有する株式の一部を拠出して退職給付信託を設定しております。

（4） 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上してお
　 ります。

（5） 海外投資等損失引当金 海外関係会社投資等に係る損失の発生に備えるため、投資先の財政状態等を勘案して
　 損失見込額を計上しております。

　
5. 収益の計上基準

　請負工事高の計上基準は、原則として工事完成基準によっておりますが、長期・大型工事（工期１年以上かつ請負金額10億円以
上）については、工事進行基準を適用しております。なお、工事進行基準によった当中間期の完成工事高は2,167百万円であります。

6. リース取引の会計処理

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
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7. ヘッジ会計の方法

（1） ヘッジ会計の方法  繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップ取引について特例処理の条件を

 充たしている場合には特例処理を採用しております。

（2） ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　ヘッジ手段  金利スワップ、通貨スワップ、金利オプション、通貨オプション、為替予約取引

　　　　　ヘッジ対象  借入金、社債等

（3） ヘッジ方針  借入金、社債の発行等に伴う金利・為替変動等のリスクをヘッジすることを目的としたもの、

 及びそのヘッジ解消を目的としたものに限るものとしております。

（4） ヘッジ有効性評価の方法  ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎決算期末（中間期末を含む）に個別取引ごとの

 ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象とヘッジ手段の元本、利率及び期間等の

 重要な条件が同一である場合には、本検証を省略することとしております。

8. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。

9. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準  当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

 ５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計等の適用

 指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。これまで

 の資本の部の合計に相当する金額は220,093百万円であります。なお、当中間期におけ

 る中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正

 後の中間財務諸表等規則により作成しております。

繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い  当中間期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成18年８月11

 日）及び「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第19号　平成

 18年８月11日）を適用しております。

 これにより、当中間期より、固定負債「その他」に計上していた社債発行差金211百万円

 を、「新株予約権付社債」に含めて表示しております。
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（中間貸借対照表関係） （単位：百万円　未満切捨）

 当中間期末  前期末 前中間期末

1. 有形固定資産の減価償却累計額 562,952 559,602 557,653

2. 担保に供している資産

有形無形固定資産 23,036 25,393 40,130

投資有価証券 31,952 32,655 56,419

3. 保証債務残高 84,822 89,376 94,203

保証予約等債務残高 1,483 1,696 1,951

　注　記　事　項　
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（中間損益計算書関係） （単位：百万円　未満切捨）

前中間期 前　　期

1. 固定資産の減価償却実施額 6,916 14,274

2. 減損損失
　当　中　間　期　

　　 当社は、事業の種類別セグメントを基準に資産をグルーピングしております。ただし、賃貸用資

　産、重要性のある遊休資産及び処分予定資産 については、個々の物件を1つの単位としてグルー

　ピングしております。

　　 その結果、以下のとおり、土地の時価の著しい下落等により収益性が低下した賃貸用資産及び

　将来の使用が見込まれない遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,014

　百万円を減損損失として特別損失に計上しました。

 ※用途ごとの減損損失の内訳

　　 回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い額により測定しております。
　 　正味売却価額による場合は、建物等の有形償却資産については税法規定に基づく残存価額か
　ら処分費用見込額を控除した額により、土地については不動産鑑定評価額により、原料地につい
　ては土地の評価額と可採鉱量に基づく鉱物評価額を合算した額により評価しております。
　　 使用価値による場合は、将来キャッシュ・フローを５％で割り引いて算定しております。

用　　途 内訳（百万円）

 賃貸用資産

 遊休資産

 建物 16、構築物 9、機械及び装置 10、土地 460　 　　計 496

 建物 39、構築物 3、機械及び装置 30、工具・器具及び備品 0、原料地 23、土地 420
計 518

 遊休資産  埼玉県比企郡嵐山町　他 土地等 518 

減損損失（百万円）

6,815

当中間期

 賃貸用資産  千葉県市原市　他 土地等

用　　途 場　　　所 種　　類

496 
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　前　中　間　期　

　　 当社は、事業の種類別セグメントを基準に資産をグルーピングしております。ただし、賃貸用資

　産、重要性のある遊休資産及び処分予定資産 については、個々の物件を1つの単位としてグルー

　ピングしております。

　　 その結果、以下のとおり、土地の時価の著しい下落等により収益性が低下した賃貸用資産及び

　将来の使用が見込まれない遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額11,440

　百万円を減損損失として特別損失に計上しました。

 ※用途ごとの減損損失の内訳

　　 回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い額により測定しております。
　 　正味売却価額による場合は、建物等の有形償却資産については税法規定に基づく残存価額か
　ら処分費用見込額を控除した額により、土地については不動産鑑定評価額により、原料地につい
　ては土地の評価額と可採鉱量に基づく鉱物評価額を合算した額により評価しております。
　　 使用価値による場合は、将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて算定しております。

　前　　　　　期　
　　 当社は、事業の種類別セグメントを基準に資産をグルーピングしております。ただし、賃貸用資
　産、重要性のある遊休資産及び処分予定資産 については、個々の物件を1つの単位としてグルー
　ピングしております。
　　 その結果、以下のとおり、土地の時価の著しい下落等により収益性が低下した賃貸用資産及び
　将来の使用が見込まれない遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額11,877
　百万円を減損損失として特別損失に計上しました。

 ※用途ごとの減損損失の内訳

　　 回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い額により測定しております。
　 　正味売却価額による場合は、建物等の有形償却資産については税法規定に基づく残存価額か
　ら処分費用見込額を控除した額により、土地については不動産鑑定評価額により、原料地につい
　ては土地の評価額と可採鉱量に基づく鉱物評価額を合算した額により評価しております。
　　 使用価値による場合は、将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて算定しております。

用　　途 場　　　所 種　　類 減損損失（百万円）

 賃貸用資産  兵庫県高砂市　他 土地 3,817 

 遊休資産  山口県山陽小野田市　他 原料地、土地等 7,622 

用　　途 内訳（百万円）

 賃貸用資産

 遊休資産

 土地 3,817

 建物 697、構築物 195、機械及び装置 152、原料地1,105、土地5,356、その他 115
計 7,622

用　　途 場　　　所 種　　類 減損損失（百万円）

 賃貸用資産  兵庫県高砂市　他 土地 3,817 

 遊休資産  山口県山陽小野田市　他 原料地、土地等 8,060 

 遊休資産
 建物 744、構築物 511、機械及び装置 207、原料地1,105、土地5,358、その他 131
計 8,060

用　　途 内訳（百万円）

 賃貸用資産  土地 3,817
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（中間株主資本等変動計算書関係）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株　未満切捨）

前期末
株式数

当中間期増加
株式数

当中間期減少
株式数

当中間期末
株式数

普通株式 2,238 164 18 2,383

（注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加164株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　　2.普通株式の自己株式の株式数の減少18株は、単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少であります。
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　売 上 高 明 細 表　

当中間期 前中間期 比較増減 前 期

H17.4.1～H18.3.31

１． 千屯 千屯 千屯 千屯 

国 内 9,911 10,150 △ 238 20,741

輸 出 1,977 1,947 29 4,010

計 11,888 12,097 △ 208 24,752

２． 百万円 百万円 百万円 百万円 

セ メ ン ト 事 業 89,086 87,936 1,150 182,660

資 源 事 業 30,715 31,241 △ 526 59,478

環 境 事 業 29,918 30,344 △ 426 59,817

建 材 ・ 建 築 土 木 事 業 93 31 62 312

そ の 他 3,332 3,399 △ 67 6,748

計 153,145 152,953 192 309,016

（ 内 輸 出 ） ( 8,876 ) ( 7,912 ) ( 963 ) ( 16,935 )

（注）
１．セメント事業部門売上数量には、ホワイトセメント及び固化材等は含まれておりません。
２．その他の主な内訳は次の通りであります。

当中間期 前中間期 比較増減 前 期
不動産事業 3,255 3,330 △ 74 6,577

項 目

H17.4.1～H17.9.30

セメント事業部門売上数量

売 上 高

H18.4.1～H18.9.30
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　 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

　子会社及び関連会社株式で時価のあるもの

＜子会社株式＞ （単位：百万円　未満切捨）

当　中　間　期　末 前　中　間　期　末 前　　　期　　　末

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

貸 借 対 照 表 計 上 額 3,078 1,779 3,078

時 価 23,881 24,006 39,120

差 額 20,802 22,226 36,041

＜関連会社株式＞ （単位：百万円　未満切捨）

当　中　間　期　末 前　中　間　期　末 前　　　期　　　末

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

貸 借 対 照 表 計 上 額 48,297 46,288 46,834

時 価 52,588 44,850 65,707

差 額 4,291 △ 1,438 18,873

当　中　間　期 前　中　間　期 前　　　期

（平成18年4月1日～平成18年9月30日） （平成17年4月1日～平成17年9月30日） （平成17年4月1日～平成18年3月31日）

１株当たり純資産額 232.19 円 248.34 円 234.64 円

１株当たり中間純利益
又は中間（当期）純損失（△）

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(注)　1株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

　　 あります。

当　中　間　期 前　中　間　期 前　　　期

（平成18年4月1日～平成18年9月30日） （平成17年4月1日～平成17年9月30日） （平成17年4月1日～平成18年3月31日）

1株当たり中間純利益
又は中間（当期）純損失（△）

中間純利益
又は中間（当期）純損失（△）

3,288 百万円 △6,636 百万円 △22,721 百万円

普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

　（うち利益処分による

　　役員賞与金）

期中平均株式数 948,007 千株 948,420 千株 948,297 千株

潜在株式調整後1株当たり

中間（当期）純利益

中間（当期）純利益調整額 △7 百万円 － 百万円 － 百万円

　（うち社債発行差金の償却額

　（税額相当額控除後））

普通株式増加数 32,041 千株 － 千株 － 千株

　（うち新株予約権付社債） ( 32,041 千株) ( － 千株) ( － 千株)

2013年満期円貨建転換社債型新株予約
権付社債（券面総額12,000百万円）。

2014年満期円貨建転換社債型新株予約
権付社債（券面総額22,000百万円）。

2013年満期円貨建転換社債型新株予約
権付社債（券面総額12,000百万円）。

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
については、潜在株式は存在するものの1
株当たり当期純損失が計上されているため
記載しておりません。

2014年満期円貨建転換社債型新株予約
権付社債（券面総額22,000百万円）。

△22,721 百万円

( － 百万円)

( －

百万円

( △7 百万円) ( － 百万円)

△6,6363,288 百万円
普通株主に係る中間純利益
又 は中間（当期）純損失（△）

2014年満期円貨建転換社債型新株予約
権付社債（券面総額22,000百万円）。

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益の算出に含
めなかった潜在株式の概要

百万円) ( － 百万円)

潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額
については、潜在株式は存在するものの1
株当たり中間純損失が計上されているため
記載しておりません。

( － 百万円)

3.35 円

 リ　ー　ス　取　引 

 有　　価　　証　　券 

　１ 株 当 た り 情 報　

3.47 △7.00 △23.96 円円 円
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